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研究ノート

放課後児童クラブにおける障害児支援や職員研修の現状
―SACERSの特別支援に関する尺度と育成支援の質の関連―

菅 原 航 平

Special needs education in after school care

Kohei SUGAHARA

【要 旨】
放課後児童クラブでの育成支援の質の向上の必要性については様々に指摘されている

が、育成支援の質の明確な定義や標準的な測定方法は示されていない。しかし、育成支援
の質の測定はOJTなどの取り組みの効果測定としても重要であると考えられる。そこで、
本報告では、SACERS の特別支援の項目などを活用しながら質に影響を与える要因や育
成支援の質の測定について検討するため、佐賀県を中心とする九州各県の放課後児童支援
員等に対して質問紙調査を行い１３３名の協力を得た。結果より、質の主観的評価には、特
別支援に関する項目の実施状況も影響を与えることが明らかとなった。特に、専門家と連
携しての支援や子どものニーズを踏まえての支援という点は今後さらに工夫が必要である
と考えられた。
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放課後児童クラブ OJT 育成支援の質 職員会議 特別支援 SACERS

１．はじめに

放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）
は、現在全国で約１４０万人の児童が利用してお
り、１万５千人以上の待機児童も存在してい
る１）。厚生労働省は「新・放課後子ども総合プ
ラン」（２０１８年公表）において、放課後児童ク
ラブにおける待機児童の解消を目指し、さらに
その後の女性就業率の更なる上昇に対応できる
よう入所定員の増加を図り、２０１９年度から２０２３
年度までの５年間で約３０万人分の定員の整備を

行い１５２万人の入所定員とすることを目標とし
て掲げている。開所時間の延長や休日・長期休
暇の開所などを含め、このような量的拡充は急
速に進められているが、育成支援の質の保証と
いう面では大きな課題を抱えている。約半数の
放課後児童支援員は、放課後児童支援員認定資
格研修での２４時間という限られた時間の研修受
講に留まり、児童福祉や保育などに関する専門
的な教育を受けていないまま児童の育成支援に
あたっている。
このため、育成支援の質の向上には、入職後

の職場（放課後児童クラブ）での継続的な研修
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が極めて重要であり、クラブ内でのOJTを充
実させる必要がある。OJT（On-the-Job Train-
ing）は、職場において実務の中で行う、職員
に対する教育訓練のことを指す。平成２７年３月
に放課後児童クラブの基準に関する専門委員会
で提出された、放課後児童クラブに従事する者
の研修体系の整理２）でも、OJTと OFF-JT を
効果的に組み合わせられるよう教育訓練の工夫
を行う必要性が指摘されている。実際に「令和
４年放課後児童健全育成事業の実施状況」１）で
は、「職場内での教育訓練（OJT）を実施して
いる」と回答しているクラブが全体の８０．３％と
なっている。
だが、筆者の２０１９年に行った調査３）では、運

営主体の研修への取り組みについて、支援員等
の約４分の１が、「運営主体は研修に取り組ん
でいない」と感じていた。また、放課後児童ク
ラブは、それぞれのクラブは規模が小さいこと
が多く、必ずしも指導的な立場の支援員が配置
されているわけではないため、知識・技術や経
験が少ない支援員等がクラブ内で指導を受ける
ということは難しい場合も多く、支援員等が
日々のミーティングや事例検討などを活用しな
がら、職員集団として学び合っていくことが重
要であると考えられる。
放課後児童クラブ運営指針４）においても、５

章の５．⑴育成支援に含まれる業務内容に「○
日々の子どもの状況や育成支援の内容を記録す
る。」「○職場内で情報を共有し事例検討を行っ
て、育成支援の内容の充実、改善に努める。」
など、記録の作成や事例検討を行うように記載
されている。しかし、「令和４年放課後児童健
全育成事業の実施状況」１）において、育成支援
の記録の状況について、育成支援の内容を記録
していると回答しているのは、全体の８７．４％の
クラブに留まっており、１割強のクラブは日々
の育成支援の内容の記録が存在しない状況にあ
る。また、情報共有や事例検討などを行うため
の職員会議についても、筆者の調査３）では、
１１．３％の支援員が平均１日おおよそ１０分未満と
回答しており、取り組みは十分とはいえないク
ラブも多く存在する。

保育などの育成支援の関連分野においては、
会議や記録作成、研修、環境整備などの子ども
と直接かかわらない「ノンコンタクトタイム」
といわれるような時間の確保が保育の質向上の
ためには重要であるとの指摘もあり、質の確保
には直接的な子どもとの関わり以外の面にも目
を向ける必要がある。例えば、みずほ情報総研
株式会社が行った「放課後児童クラブの育成支
援の質の向上に関する調査研究」５）においても、
質向上のための実践例として「育成日誌、保育
記録による支援の記録と、毎日開催する会議で
の情報共有」、「子どもの様子で気になることを
放課後児童支援員等全員で共有し、育成支援の
あり方を協議」などがあげられている。
また障害の受け入れも令和４年度は５３，８１３名

と登録児童数全体の３．９％であり、これは医師
による診断などがある障害ということがはっき
りした児童であり、発達障害等の可能性があり
支援を要する児童は含まれていない。
これらOJTの必要性やその充実による育成

支援の質の向上、職員の資質向上の重要性につ
いての指摘はあるが、育成支援の質の定義やそ
の測定については、国内で標準とされるような
ものはまだ存在しない。
例えば保育の質の測定としては、近年

ECERS６）など、評価尺度を用いた評価につい
ても注目されている。高辻（２０１６）７）は、あら
かじめ項目を定め構造化されたチェックリスト
や評定尺度をもとに行う方法であり、系統的・
網羅的に保育の全体的な成果や達成状況、不十
分な点などの検証に適したアプローチだと述べ
ている。しかし、評価尺度を用いた評価は、欧
米では一般的な方法であるが、わが国ではまだ
保育者にとって馴染みは薄く、理解度が高いと
はいえない。保育評価尺度で、代表的なもの
は、ECERS６）であり、アメリカでテルマ・
ハームス博士らにより１９８０年に開発された、３
歳以上の集団保育の質を測定する尺度である。
第３版は英語版が２０１５年に刊行され、２０１６年に
埋橋らにより邦訳された。ECERS は、学術調
査、自己評価、監査あるいは査察ツールとして
信頼性が極めて高く、現在ヨーロッパ、アジ
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ア、南米２０か国以上で使用されている。海外の
研究では、この尺度得点と子どもの主体性、協
調性の相関が認められており、国内の研究で
も、発達検査の得点と相関が認められてい
る８）。
この ECERS の放課後児童クラブ版が SAC-

ERS９）である。SACERS は個別的な物的環境あ
るいは保育者からの関わりに注目し、その内容
を高めていくことで、子どもの経験を豊かにす
るというアプローチであり、児童期の集団保育
の総合的な質を測定する。具体的には、３時間
程度の保育観察により、７つのサブスケールに
分類された４７の項目につき、各項目に含まれる
１０前後の指標に基づいて７段階で評定を行い、
指標となる質問ひとつひとつ「はい」または「い
いえ」のいずれかに判定し、手続きに従って１
点から７点までで評点を得ることで、保育評価
や改善に活用する。各分野の得点や総合的な得
点は、支援者の研修の程度や支援者１人あたり
の子どもの人数などと中程度の相関が認められ
ている。
このような尺度についての研究の他にも、現

在日本では放課後児童クラブにおける自己評価
や第三者評価についての研究も進められてい
る１０，１１）。実施状況としては、運営に関する自己
評価が５５．９％、第三者評価が２０．５％１）となって
おり、約半数は自己評価が実施されていない。
また、子どもの育ちを測定することによって育
成支援の質を検討しようとする場合もある。
本研究では、育成支援の質の定義として

SACERS における評価項目である「空間と家
具（室内の広さや必要な家具、設備の設置な
ど）、健康と安全（衛生管理や安全管理（行き
帰りも含め）など）、活動（製作活動や遊び、
科学的な活動など）、相互関係（支援員、子供、
保護者、学校の関係性など）、育成支援計画（日
課や地域と連携など）、研修（職員会議、研修、
スーパービジョン）、特別支援（個別対応など）
からなる総合的なもの」を育成支援の質と仮に
定義した。
これらを踏まえ本報告では、子どもと直接関

わらない時間（環境整備や職員会議、記録の作

成など）が育成支援の質に与える影響や、特に
質の中でも特別支援の面に注目して調査を試
み、今後の研究のための基礎資料とすることを
目的とした。

２．方法

２０２２年６月～１０月に九州で筆者らが実施した
研修（全国指導員学校や佐賀県放課後児童支援
員認定資格研修）において、参加者１４３名（７
会場）に対して、子どもがいない時間の勤務時
間、職員会議の時間、環境整備の時間、育成支
援の質、特別支援の質などについて質問紙調査
（内２会場については質問紙と同様の設問に
ウェブで回答を求めた）を行った。
質問紙については、クラブ（支援単位）の登

録児童数や職員数、職員会議や環境整備の時
間、SACERS【新・保育環境評価スケール④】９）

のサブスケール「特別支援」のとてもよい⑺の
基準に該当する１３項目について「とても当ては
まる」から「とても当てはまらない」までの５
件法での評価等で構成した。
調査は無記名として、調査対象者に対して調

査趣旨、結果データの使用範囲等の説明を行
い、調査への協力について書面（ウェブ調査に
ついては同意のチェック）による同意を得た。
対象者の内、自身の回答を研究に用いること

を許可し、書面による同意を示した者は協力を
依頼した対象者のうち１３３名（協力率９３．０％）
であった。
分析においては、相関係数はピアソンの相関

係数を用いた。

３．結果

⑴ クラブ（支援単位）の児童数や支援員数に
ついて

クラブの児童数は平均５４．６（±３５．３）名であ
り、１日の平均的な支援員の人数は５．７（±５．４）
名であった。支援員あたりの平均児童数は９．６
名であった。なお、実際の勤務人数ではなく全
職員数との比では、全国平均では支援員等１名



別府大学短期大学部紀要 第４２号（２０２３）

― １３８ ―

あたり、７．６名である１）。

⑵ 子どもと直接関わらない勤務時間やその時
間での業務内容

子どもと関わらない勤務時間の１日の平均は
７２．８（±６２．０）分で、うち環境整備（掃除や整
理整頓、安全確認、製作など）を行う時間の１
日の平均４２．４（±２９．１）分、職員会議（クラブ
の運営や支援についての情報共有や話し合い）
を行う時間は１週間で平均１０６．０（±８９．７）分、
保護者との連携（保護者との連絡会議（保護者
会）、連絡帳記入、おたより作成など）の時間
は、１週間で平均４５．６（±５０．１）分、学校・地
域との連携（学校との情報交換や連絡会議、地
域の活動（ボランティアなど）との連携、学校・
地域に向けたおたより作成など）を行う時間は
１週間平均１４．６（±３１．４）分となっていた。

⑶ 職場のクラブの育成支援の質について
「あなたの勤務するクラブは質の高い育成支

援を行っていると思いますか」という設問（あ
わせて、本研究での質の定義「空間と家具（室
内の広さや必要な家具、設備の設置など）、健
康と安全（衛生管理や安全管理（行き帰りも含
め）など）、活動（製作活動や遊び、科学的な
活動など）、相互関係（支援員、子供、保護者、
学校の関係性など）、育成支援計画（日課や地
域と連携など）、研修（職員会議、研修、スー
パービジョン）、特別支援（個別対応など）か
らなる総合的なもの」として評価するように示
した。）に対して「とても質が高い」５％、「や
や質が高い」３６％、「どちらともいえない」４３％、
「やや質が低い」１１％、「とても質が低い」５％
と回答していた。

⑷ 研修時間について
クラブ内（地域・運営主体単位を含む）での

職員研修を行うことができる時間は、１か月に
何分程度ありますかという質問に対する回答は
１か月平均５８．４（±１０３．８）分となっていた。
また、全体の４６％が０分と回答していた。

⑸ 特別支援の項目について
表１に特別支援の項目についての評価につい

ての結果を示した。
結果、「特別支援を要する子どもに対して個

別計画を作成するために、定期的に、特別支援
教育の専門家との話し合いがある。」、「支援員
は、子どもが個別の目標を達成するために、特
別支援教育の専門家からの助言に基づき、活動
を行ったりやりとりをしたりする。」、「支援員
は、個別のニーズに対応するために、子どもと
相談して室内を構成し、教材を準備し、日課を
調整する。」という３項目が特に「当てはまら
ない」、「やや当てはまらない」という回答が多
くなっていた。
逆に、「当てはまる」、「やや当てはまる」の

回答が多かったのは「活動とルーティン、遊び
の移行がスムーズで、子どもは関わり続けるこ
とができる。」、「支援員は、頻繁に、子どもの
コミュニケーションを促進する。」という項目
などが多くなっていた。
くわえて、項目 c、f、gは「どちらともいえ

ない」が４０％を超えており、文面から質問の意
図を読み取ることが難しかった可能性がある。

⑹ 特別支援に係る項目の総合得点について
「当てはまらない」を１点、「当てはまる」

を５点としたとき（１３点から６５点の範囲）、平
均点は４２．０（±９．１）点であった。

⑺ その他の項目
「屋内と屋外の両方で、毎日使える、広くて、
快適で多様な空間がある。」に特別支援に係る
項目と同様に５件法での回答を求めたところ、
「当てはまる」１８％、「やや当てはまる」３７％、
「ややあてはまらない」２４％、「当てはまらな
い」１０％となっていた。

⑻ 質の評価や特別支援の総合得点、環境に関
する評価との関連について

まず、育成支援の質の５段階での主観的評価
と特別支援の総合得点は r＝．５２と相関がみら
れた。
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また、屋内屋外の空間に関しての設問と質の
主観的評価の項目に r＝．４１と相関がみられた。

４．考察

⑴ 子どもと直接かかわらない業務について
１日の子どもと直接関わらない業務時間の平

均は約７０分で、うち環境整備が約４０分と最も時
間がとられていた。ただし、この結果はコロナ
禍での調査の結果であり、コロナ禍以前はほと

んどなかった消毒作業などに多くの時間を掛け
ているため環境整備の時間が増えている可能性
が高いことを考慮する必要があると考えられ
る。同様に約４６％の支援者員等が１か月間の研
修時間を０分と回答していたが、これも同様に
コロナ禍のため研修が中止されていることを考
慮して結果を解釈する必要があると考えられ
る。その他、１週間単位で質問した業務時間を
週５日の勤務として割ると、職員会議が１日約
２１分、保護者や学校との連携が約１２分となって

当て
はまる

やや当て
はまる

どちらとも
いえない

やや当て
はまらない

当て
はまらない

ａ．特別支援を要する子どもに対して個別計画を
作成するために、定期的に、特別支援教育の専門
家との話し合いがある。

５％ １４％ ２３％ ２０％ ３７％

ｂ．支援員は、子どもが個別の目標を達成するた
めに、特別支援教育の専門家からの助言に基づ
き、活動を行ったりやりとりをしたりする。

５％ １４％ ３２％ １５％ ３４％

ｃ．特別なニーズのある子どもの目標は、自由遊
びと計画的な活動のなかに組み込まれる。 １０％ ２４％ ４２％ ７％ １７％

ｄ．支援員は、個別のニーズに対応するために、
子どもと相談して室内を構成し、教材を準備し、
日課を調整する。

８％ ３０％ ２８％ １３％ ２１％

ｅ．環境の調整、適切な活動、指導方法によって
自立が励まされる。 ８％ ４２％ ３８％ ８％ ３％

ｆ．自然に行われる生活が、学習（とスキル）の
目標を強化するものになっている。 ７％ ３６％ ４４％ ８％ ４％

ｇ．自然に起きる出来事が、学習（とスキル）の
目標を強化するものになっている。 ５％ ３２％ ５２％ ５％ ５％

ｈ．活動とルーティン、遊びの移行がスムーズ
で、子どもは関わり続けることができる。 １３％ ５４％ ２６％ ５％ ２％

ｉ．子どもが、個別にまたは小グループ内で使え
る、たくさんの代替の活動が用意されている。 ８％ ４７％ ２９％ １２％ ４％

ｊ．自由に活動を選ぶとき、子ども同士のやりと
りを促進することに、多くの努力が払われてい
る。

１５％ ４３％ ３４％ ６％ １％

ｋ．１日を通して、特別のニーズをもつ子どもと
ともに、子ども同士のやりとりを促進すること
に、たびたび努力が払われている。

１１％ ４２％ ３４％ ９％ ３％

ｌ．支援員は、頻繁に、子どものコミュニケー
ションを促進する（例：現在進行中の活動を言葉
で説明する：子どもの会話を広げる：コミュニ
ケーションのモデルになったり口添えしたりす
る：子どものコミュニケーションの試みを強化す
る）。

１８％ ４４％ ３０％ ７％ １％

ｍ．支援員は、１日を通して、ルーティンや活動
の場面で、適切なコミュニケーションのゴールに
達するようにする。

８％ ５０％ ３８％ ５％ １％

表１ 特別支援についての評価
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おり、合計すると約３３分となり環境整備と合わ
せて、子どものいない勤務時間とほぼ重なる。
これらについても、コロナ禍で環境整備が長く
なった影響で、会議時間等が短縮したり、連携
のための打ち合わせ等が行えていない可能性な
どを念頭におく必要も考えられる。

⑵ 特別支援の項目について
まず、「特別支援を要する子どもに対して個

別計画を作成するために、定期的に、特別支援
教育の専門家との話し合いがある。」、「支援員
は、子どもが個別の目標を達成するために、特
別支援教育の専門家からの助言に基づき、活動
を行ったりやりとりをしたりする。」という項
目が「当てはまらない」という回答が多く、特
別支援に係る専門家が放課後児童クラブで支援
計画の作成や育成支援の助言を行うことはまだ
少ないことがうかがえる。
放課後児童クラブ運営指針においても個別の

支援計画を作成するなど障害児支援の充実を求
めており、支援員の専門性のみではアセスメン
トや計画作成などには難しい部分も多いと考え
られる。このため特別支援や発達支援の専門家
が関与を強めることは育成支援の質の向上や医
療的ケア児など重度の障害のある子どもの受入
れの推進にとっても重要な課題だと考えられ
る。
また、「支援員は、個別のニーズに対応する

ために、子どもと相談して室内を構成し、教材
を準備し、日課を調整する。」という項目も「当
てはまらない」という回答が多く、個別的に子
どもの意見を聞きながら室内環境や日課を調整
していくということもあまり行われていないこ
とが伺える。これについても権利の主体として
子どもの意見を聞きながら支援を考えていく姿
勢がさらに求められていると考えられる。

⑶ 質の評価や特別支援の総合得点の関連につ
いて

育成支援の質の５段階での主観的評価と
SACERS より抜粋した特別支援の項目の総合
得点は r＝．５２と相関がみられたことから、主

観的な質の評価に特別支援に関する個別の項目
は影響を与えていると考えられる。
筆者の以前の調査１２）では、職員会議の時間と

育成支援の質の主観的評価などに相関がみられ
たが、今回は特別支援の総合得点などと子ども
と関わらない勤務時間などとの相関はみられな
かった。この点は時間帯を分けながら詳細に分
析を行うことや、さらに対象者数を増やすなど
して検討を行う必要があると考えられる。
その他、クラブの設置されている市町によっ

て大きく特別支援の得点などに差があることか
ら過去の研究１２）と同様に市町村や運営主体の取
り組みが各クラブの育成支援の質に影響を与え
ている側面も大きいと考えられる。

⑷ 今後の課題
今回はコロナ禍での調査であったため、コロ

ナ禍以前や今後の育成支援の状況を反映してい
る結果となっているのかについてさらに調査を
重ねていく必要があると考えられる。
また、今回の調査では育成支援の質や特別支

援に影響を与えている要因については、さらに
影響を与える可能性のある要因について広く測
定する必要があると考えられた。例えば、クラ
ブにおいて育成支援の自己評価１０）を実施する際
の項目（要因）等や SACERS の他のサブスケー
ルに関する項目を加えていくことなどが考えら
れる。現状の質問項目についても例えば、学校
との連携については、学校側の窓口、クラブ側
の担当者も多様であり、多くの支援者が学校と
の連携は０分と回答していたが、実際に行われ
ていないのか、主任・リーダーなどが窓口と
なっているためそれ以外の支援員が回答してい
ないのかなどを詳細に検討する必要があると考
えられた。
くわえて、筆者の以前の調査１３）と同様に主観

的な質の評価もある程度の妥当性・信頼性が確
保されていると考えられ、分野ごとに５件法で
の評価を求めることが今後の詳細な分析にもつ
ながると考えられた。そのため、今後の調査で
追加を検討していきたい。
さらに、SACERS の特別支援の項目につい
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ては、主観的な質の評価と一定程度の相関が認
められ育成支援の質の評価方法として研修効果
の測定などに有効に活用できる可能性がある
が、特別支援以外の SACERS の項目について
も関連を検討する必要性や、７（とてもよい）
の項目への該当の程度を５件法で評価するとい
う今回の質問方法が適当であるのか、通常の実
施方法での SACERS での評価との関連などを
検討していく必要があると考えられる。
その他、子どもの視点からの育成支援の質の

評価に関する調査も今後行っていきたい。
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